
さいたま市国土強靭化地域計画アクションプラン　令和４年度実績評価一覧
事前に備えるべき目標1（被害の発生抑制により人命を保護する）

1 1-1
火災により、多数の
死傷者が発生する事
態

(行政機能/消防)(地域づく
り・リスクコミュニケー
ション)

消防局 予防課
出火防止に向けた
指導

多数の人々が出入りする防火対象物等につ
いて、出火防止に向けた意識啓発を行うと
ともに、消防法に基づく防火・防災管理体
制についての指導を行う。

講習会参加事業所
数
１００事業所

講習会参加事業所
１７２事業所

講習会参加事業所
数
１００事業所

講習会参加事業所
９４事業所 B おおむね達成できたためB評価

とした。

2 1-1
火災により、多数の
死傷者が発生する事
態

(行政機能/消防)(地域づく
り・リスクコミュニケー
ション)

消防局 予防課 出火防止の広報

市民の防火に関する知識の普及及び意識の
高揚を図るため、市広報紙への掲載をはじ
め、様々な広報媒体を利用し、積極的に広
報する。

高齢者世帯への防
火訪問件数
２１，９００件

高齢者世帯への防火訪問実施
件数
２２，９９９件

高齢者世帯への防
火訪問件数
２１，９００件

高齢者世帯への防火訪問実施件数
２３，５００件 B 目標値を上回る実績を達成でき

たためB評価とした。

3 1-1
火災により、多数の
死傷者が発生する事
態

(行政機能/消防)(住宅・都
市)(地域づくり・リスクコ
ミュニケーション)

消防局 予防課
住宅用火災警報器
の普及促進

火災による被害を軽減するため、住宅用火
災警報器の設置及び維持管理の促進を図
る。

住宅用火災警報器
設置率
８２．５％
（令和３年度市民
アンケート調査）

住宅用火災警報器設置率
７７．３％
（令和３年度市民アンケート
調査）

住宅用火災警報器
設置率
８２．７％
（令和４年度市民
アンケート調査）

住宅用火災警報器設置率
８０．１％
（令和４年度市民アンケート調査） B おおむね達成できたためB評価

とした。

4 1-1
火災により、多数の
死傷者が発生する事
態

(行政機能/消防) 消防局
消防企画課、消防
施設課

消防署・出張所の
整備

本市の人口に応じた消防力を確保していく
ため、消防署・出張所の新設や移転、建替
えを行い、計画的に整備を進める。

１消防署整備完
了、１出張所整備
継続

中央消防署整備完了（令和３
年１２月１日供用開始）
（仮称）城南地区出張所整備
予定地の既存建物解体工事を
完了した。

１出張所整備継続
（仮称）城南地区出張所の基本設計業
務を完了し、実施設計業務に着手し
た。 B

当初の目標とおり、（仮称）城
南地区出張所の基本設計業務を
完了し、実施設計業務に着手し
たことから、Ｂ評価とした。

5 1-1
火災により、多数の
死傷者が発生する事
態

(行政機能/消防) 消防局 警防課
車両・資機材の整
備

大規模災害発生時、効果的に消防活動を実
施するため、署所の消防車両等及び各種消
防用資機材を計画的に整備する。

車両１８台及び資
機材を更新整備す
る。

緊急自動車１８台及び資機材
を３月末に完了。

車両２２台及び資
機材を更新整備す
る。

緊急自動車１５台及び資機材を３月末
に更新整備した。 C

目標値設定当時の見込みに比
べ、現車状況が良好な車両７台
は更新を見送った。結果とし
て、目標達成率が90%に達しな
かったためＣ評価とした。

6 1-1
火災により、多数の
死傷者が発生する事
態

(行政機能/消防) 消防局 消防施設課
耐震性防火水そう
の整備

大規模地震発生時の火災の消火用水を確保
するため、耐震性の防火水そうを公園等に
積極的に設置し、消防水利の整備を図る。

耐震性防火水そう
１００㎥型２基整
備予定

１基は、業務委託先の事業量
調整により見送った。もう１
基については、今年度設置予
定で事業を進めていたが、追
加で工事が必要となったた
め、令和４年度へ繰越した。
・西区大字佐知川地内（佐知
川公園）

耐震性防火水そう
１００㎥型２基整
備予定

　令和４年度に計画していた設置工事
として１００㎥型１基及び６０㎥型１
基の耐震性防火水そうを設置するとと
もに、令和３年度の繰越分である１０
０㎥１基を設置した。

B
目標の１００㎥２基に対し、１
００㎥２基及び６０㎥１基を設
置したものの、内１基は昨年度
繰越分であるためＢ評価とし
た。

7 1-1
火災により、多数の
死傷者が発生する事
態

(行政機能/消防)(地域づく
り・リスクコミュニケー
ション)

消防局 消防団活躍推進室
消防団の充実・強
化

消防団員の増員と団員の活動技術の向上に
向けた研修等を実施する。

消防団員の年間入
団者数
７２人

消防団員の年間入団者数
７３人

消防団員の年間入
団者数
７２人

・団員募集協力依頼
・市報掲載
・年間計画に基づいた研修
・イラストレーターを起用したリーフ
レット作成
・消防団の力向上モデル事業に係る市
内小中学校へのリーフレット配布　他

A
年間入団者数が、目標の７２人
に対し、８０人となったため、
A評価とした。

8 1-1
火災により、多数の
死傷者が発生する事
態

(行政機能/消防)(地域づく
り・リスクコミュニケー
ション)

消防局
消防団活躍推進
室、消防施設課 消防団車庫の整備

消防団車庫の耐震性の確保を図り、地域の
活動拠点としての機能を整備する。

２分団車庫完了

令和３年度末までにおいて、
２分団車庫の整備を完了し
た。（本町分団車庫、慈恩寺
第２分団車庫）

２分団車庫完了
令和４年度末までにおいて、１分団車
庫の整備を完了した。（和土分団車
庫） C

目標の２分団車庫完了に対し、
１分団車庫の整備完了となった
ことからC評価とした。

9 1-1
火災により、多数の
死傷者が発生する事
態

(住宅・都市) 都市局 都市総務課
防災都市づくり計
画の推進

大規模災害が発生した時に起こりえる被害
を防止・軽減するために、災害リスクが高
い地区が抱える課題に対応する有効な施策
等の検討を促進する「推進地区」を設定す
るなど、安全で住みやすい都市づくりを推
進する。

推進地区候補への
支援（復興イメー
ジトレーニングへ
の新
規参加団体数１団
体増 等）

推進地区候補の自治会の住民
と連携し、防災まちづくりに
係る勉強会を実施すること
で、地域の防災意識向上を図
り、災害に備えるまちづくり
の取組を推進した。

災害リスクの中間
調査及び推進地区
候補への支援（復
興イメージトレー
ニングへの新規参
加団体数 １団体増
等）

最新の建物やオープンスペース、道路
等のデータを活用して、延焼リスクと
避難困難リスクの調査を実施した。
また、災害リスクが高い地区にある１
つの自治会から参加者を募り復興イ
メージトレーニングを実施（１回）し
た。

B 目標を達成したためＢ評価とし
た。

実績評価の理由

通番

施策体系情報 事業基礎情報（アクションプラン掲載事業） 取組・目標値（アクションプラン掲載）

主該当リスクシナリオ 施策分野 担当局 担当課 事業の名称 事業概要
新型コロ
ナウイル
スの影響

令和３年度末の
取組・目標値

令和３年度末時実施内容及び
進捗状況

令和４年度末の
取組・目標値

令和４年度末の
取組状況

実績評価



さいたま市国土強靭化地域計画アクションプラン　令和４年度実績評価一覧
事前に備えるべき目標1（被害の発生抑制により人命を保護する）

実績評価の理由

通番

施策体系情報 事業基礎情報（アクションプラン掲載事業） 取組・目標値（アクションプラン掲載）

主該当リスクシナリオ 施策分野 担当局 担当課 事業の名称 事業概要
新型コロ
ナウイル
スの影響

令和３年度末の
取組・目標値

令和３年度末時実施内容及び
進捗状況

令和４年度末の
取組・目標値

令和４年度末の
取組状況

実績評価

10 1-2
建築物の倒壊によ
り、多数の死傷者等
が発生する事態

(行政機能/消防)(住宅・都
市) 建設局 保全管理課

市有建築物保全事
業の推進

耐震性が十分でない公共施設については、
耐震化を図ることにより市民が安心して利
用できる施設とする。

耐震性が十分でな
い施設について
は、廃止又は機能
移転の方向性が示
されているため、
今後は市有建築物
耐震化率100％を目
指して、施設管理
者と連携し、事業
進捗状況の把握に
努めるなど適切な
進行管理を行う。

【参考】市有建築物耐震化率
99.7％

耐震性が十分でな
い施設について
は、廃止又は機能
移転の方向性が示
されているため、
今後は市有建築物
耐震化率100％を目
指して、施設管理
者と連携し、事業
進捗状況の把握に
努めるなど適切な
進行管理を行う。

【参考】市有建築物耐震化率　99.7％ B

耐震性が十分でない施設につい
ては、廃止又は機能移転の方向
性が示されているが、今年度実
施は無かった。
今後も引続き、市有建築物耐震
化率100％を目指して施設管理
者と連携し、事業進捗状況の把
握に努めるなど適切な進行管理
を行う。

11 1-2
建築物の倒壊によ
り、多数の死傷者等
が発生する事態

(住宅・都市) 建設局
建築行政課、建築
審査課

建築基準法の適正
施行の強化

建築物の安全性等の向上を図るため工事監
理や完了検査の徹底など確認・検査制度を
確実に実施し、法の適正施行の強化に努め
る。

引続き制度の啓発
活動を実施し、検
査率の向上に努め
る。

第３次埼玉県建築行政マネジ
メント計画に基づき、増築等
完了検査率及び用途変更完了
届出率の向上のため、啓発活
動を実施した。

引続き制度の啓発
活動を実施し、検
査率の向上に努め
る。

第３次埼玉県建築行政マネジメント計
画に基づき、増築等完了検査率及び用
途変更完了届出率の向上のため、啓発
活動を実施した。 B

検査率及び届出率の向上のため
の啓発活動として、お知らせハ
ガキの発送等を実施したため評
価を「Ｂ」とした。

12 1-2
建築物の倒壊によ
り、多数の死傷者等
が発生する事態

(住宅・都市) 建設局
建築総務課、建築
指導課

住宅の耐震化の支
援

戸建て住宅及び共同住宅等の耐震化を促進
するため、耐震化に関する普及・啓発活動
を実施するとともに、無料で木造戸建て住
宅の耐震診断を行う診断員派遣制度の実施
及び耐震診断、耐震補強設計・工事等を
行った所有者に費用の一部を助成する。
(住宅・建築物安全ストック形成事業)
(地域防災拠点建築物整備緊急促進事業）

住宅の耐震化を促
進するため、計画
的に耐震診断を実
施する。
耐震診断：300棟

住宅の耐震診断実施棟数
353棟

助成制度の周知のため市報に
３回掲載した。
ダイレクトメールによる啓発
を実施した。10,039件

住宅の耐震化を促
進するため、計画
的に耐震診断を実
施する。
耐震診断：300棟

住宅の耐震診断実施棟数　277棟

助成制度の周知のため市報に３回掲載
した。
ダイレクトメールによる啓発を実施し
た。11,041件

B
実施数／目標数
277/300=92.3％
実績数量が目標値の90%以上を
達成したためB評価とした。

13 1-2
建築物の倒壊によ
り、多数の死傷者等
が発生する事態

(住宅・都市) 建設局 建築行政課
窓ガラス等の落下
物防止対策強化

建築物の定期報告率を向上させ、窓ガラ
ス・外壁・看板等の落下のおそれがある場
合は改善指導を行い、所有者及び管理者に
対して維持管理の徹底を図る。

引続き、制度の周
知・啓発に努める
と共に、改善を要
する建築物の所有
者等に改善指導を
行う。

定期報告率
実績：73%
（令和4年3月末時点）

引続き、制度の周
知・啓発に努める
と共に、改善を要
する建築物の所有
者等に改善指導を
行う。

定期報告率
実績：71%
（令和5年3月末時点） B

一定の報告率を維持しており、
おおむね計画どおり実施できる
見込みであることからＢ評価と
した。
引続き、制度の周知・啓発に努
めると共に、改善を要する建築
物の所有者等に改善指導を行
う。

14 1-2
建築物の倒壊によ
り、多数の死傷者等
が発生する事態

(住宅・都市) 建設局 建築総務課
多数の者が利用す
る建築物の耐震化
の支援

病院や店舗などの多数の者が利用する建築
物の耐震化を促進するため、耐震化に関す
る普及・啓発活動を実施するとともに、耐
震診断、耐震補強設計・工事等を行った所
有者に費用の一部を助成する。

(住宅・建築物安全ストック形成事業)
(地域防災拠点建築物整備緊急促進事業）

周知・啓発活動を
実施し、多数の者
が利用する建築物
の耐震化に努め
る。

耐震化意向調査のアンケート
を実施 121件

助成棟数
　耐震診断　　　３棟
　耐震補強設計　１棟
　耐震補強工事　１棟

周知・啓発活動を
実施し、引き続き
多数の者が利用す
る建築物の耐震化
に努める。

耐震化意向調査のアンケートを実施
127件

助成棟数
　耐震補強設計　１棟
　耐震補強工事　１棟
  建替え工事　　１棟

B 計画どおり事業を実施できたた
めB評価とした。

15 1-2
建築物の倒壊によ
り、多数の死傷者等
が発生する事態

(住宅・都市)
都市局、
建設局

都市計画課、建築
総務課

危険度判定体制の
整備

被災建築物や被災宅地について余震等によ
る二次災害を防ぐため、埼玉県と協力して
被災建築物応急危険度判定士及び被災宅地
危険度判定士を養成するとともに、判定体
制の整備を行う。

被災宅地危険度判
定士の登録者数：
360名

被災宅地危険度判定士の登録
者数：333名

被災宅地危険度判
定士の登録者数：
360名

被災宅地危険度判定士の登録者数：
327名 B 目標人数におおむね達している

ことからＢ評価とした。

16 1-3

異常気象（浸水・竜
巻）等により、多数
の死傷者が発生する
事態

(国土保全・土地利用)(地
域づくり・リスクコミュニ
ケーション)

建設局 河川課 水防訓練の実施
水防活動を迅速かつ的確に遂行するための
訓練を総合防災訓練に併せて実施する。

水防訓練の実施。
（年1回）

令和３年度は、自己学習形式
の書面開催にて水防訓練を実
施した。

水防訓練の実施。
（年1回）

令和４年度は、総合防災訓練に併せて
水防訓練を実施した。 B 計画どおり、水防訓練を実施し

たためＢ評価とした。

17 1-3

異常気象（浸水・竜
巻）等により、多数
の死傷者が発生する
事態

(国土保全・土地利用) 都市局 都市計画課
災害防止の観点か
ら必要な市街化の
抑制

鴨川、芝川、鴻沼川、綾瀬川、元荒川及び
古隅田川の各河川沿いの低地部並びに荒川
沿いの浸水等の災害のおそれがある地区に
ついては、市街化を抑制する。

引き続き市街化調
整区域として市街
化を抑制する。

市街化を抑制すべき市街化調
整区域として、無秩序な市街
化の抑制を図った。

引き続き市街化調
整区域として市街
化を抑制する。

市街化を抑制すべき市街化調整区域と
して、無秩序な市街化の抑制を図っ
た。 B 計画どおり実施できたため、Ｂ

評価とした。



さいたま市国土強靭化地域計画アクションプラン　令和４年度実績評価一覧
事前に備えるべき目標1（被害の発生抑制により人命を保護する）

実績評価の理由

通番

施策体系情報 事業基礎情報（アクションプラン掲載事業） 取組・目標値（アクションプラン掲載）

主該当リスクシナリオ 施策分野 担当局 担当課 事業の名称 事業概要
新型コロ
ナウイル
スの影響

令和３年度末の
取組・目標値

令和３年度末時実施内容及び
進捗状況

令和４年度末の
取組・目標値

令和４年度末の
取組状況

実績評価

18 1-3

異常気象（浸水・竜
巻）等により、多数
の死傷者が発生する
事態

(国土保全・土地利用) 建設局 河川課 準用河川改修事業
浸水被害を軽減し、流域住民の安全を守る
ため、準用河川の整備を進める。

準用河川の整備
①新川
橋りょう工事
②黒谷川
河道改修工事
③上院川
用地買収交渉

新川では、令和２年度より実
施していた佐知川橋上部工の
整備が完了し、続けて、上流
側の幸和橋下部工工事に着手
した。また、黒谷川では、綾
瀬川合流部の整備工事に着手
し、上院川では、用地買収に
向け、関係者への意見聴取を
実施した。

準用河川の整備
①新川
橋りょう工事
②黒谷川
河道改修工事
③上院川
用地買収交渉

新川では令和３年度より実施していた
幸和橋下部工工事が完了し、続けて、
上部工工事に着手した。
黒谷川では、綾瀬川合流部の整備工事
が完了し、左岸側護岸工事に着手し
た。
上院川では、用地買収に向け、住民説
明会を実施した。

B 計画どおり、準用河川の整備を
進めたことからＢ評価とした。

19 1-3

異常気象（浸水・竜
巻）等により、多数
の死傷者が発生する
事態

(国土保全・土地利用) 建設局 河川課 排水路等改修事業
浸水被害を軽減し、地域住民の安全を守る
ため、排水路等の整備を進める。

排水路等整備延長
0.3㎞

令和３年度は、宝来川など排
水路等の整備工事を進め、合
計0.9kmの整備を実施した。

排水路等整備延長
0.4㎞

令和４年度は、宝来川など排水路等の
整備工事を進め、合計0.5kmの整備を
実施した。 A 計画を上回る排水路等の整備を

進めたため、Ａ評価とした

20 1-3

異常気象（浸水・竜
巻）等により、多数
の死傷者が発生する
事態

(ライフライン) 建設局 下水道計画課
下水道浸水対策事
業

市民の生命や財産などに大きな影響を与え
るおそれのある浸水被害を軽減するため、
雨水幹線や雨水貯留管などを整備する。

整備促進エリアの
対策完了数：３か
所

整備促進エリアの対策完了
数：３

整備促進エリアの
対策完了数：３

整備促進エリアの対策完了数：３箇所 B 3地区の浸水対策が完了したこ
とからＢ評価とした。

21 1-3

異常気象（浸水・竜
巻）等により、多数
の死傷者が発生する
事態

(国土保全・土地利用) 建設局 河川課
流域対策施設整備
事業

水害を軽減し、流域住民の安全を守るため
に、河道整備以外の治水対策として、流域
貯留浸透施設などの流域対策施設を整備し
ます。

貯留浸透施設
2施設着手

令和３年度は、流域対策施設
として、流域貯留浸透施設を
２箇所整備した。

貯留浸透施設
1施設着手

令和４年度は、流域対策施設として、
流域貯留浸透施設を１箇所整備した。 B

計画どおり、流域貯留浸透施設
の整備を実施したためＢ評価と
した。

22 1-3

異常気象（浸水・竜
巻）等により、多数
の死傷者が発生する
事態

(住宅・都市) 建設局 住宅政策課
浸水想定区域等に
ある住宅への改良
工事費融資

降雨等により浸水する専用住宅や店舗等併
用住宅の改良を支援し、市民生活の安定を
図ることを目的として、浸水から住宅を防
ぐ改良工事を行うために必要な資金を、金
融機関を通じて融資する。

引き続き、「浸水
住宅改良資金融資
事業」を実施して
いくとともに、
ホームページ等で
周知を図ってい
く。

融資事業について、市ホーム
ページや住宅ガイドで周知を
図った。

引き続き、「浸水
住宅改良資金融資
事業」を実施して
いくとともに、
ホームページ等で
周知を図ってい
く。

融資事業について、市ホームページや
住宅ガイドで周知を図った。 B

市ホームページ等で融資事業の
周知を図ったため、Ｂ評価とし
た。

23 1-3

異常気象（浸水・竜
巻）等により、多数
の死傷者が発生する
事態

(国土保全・土地利用) 建設局 河川課
河川管理者との連
携による河川改修

一級河川の管理者である国及び県に対し
て、市より改修促進の要望を行う。

協議会等を通じて
国や県に対して要
望を行う。

令和３年度は、河川・下水道
事業調整協議会担当者会議を
書面にて開催し、県と市が連
携して本市域に係る河川施設
の整備状況の進捗管理を行う
とともに、会議等を通じて国
や県に対して要望を行った。

協議会等を通じて
国や県に対して要
望を行う。

令和４年度は、河川・下水道事業調整
協議会担当者会議を書面にて開催し、
県と市が連携して本市域に係る河川施
設の整備状況の進捗管理を行うととも
に、会議等を通じて国や県に対して要
望を行った。

B
計画どおり、協議会や意見交換
会を通じて整備状況の進捗管理
や要望を行ったため、Ｂ評価と
した。

24 1-4
大規模な土砂災害等
により、多数の死傷
者が発生する事態

(住宅・都市) 都市局 都市計画課
開発許可制度によ
る宅地造成等の審
査

開発許可制度の適切な運用により、宅地造
成等に対する審査を行う。

法令で定めている
基準に適合してい
る旨を審査する。

開発許可申請に際し、法令で
定めている基準に適合してい
る旨を審査した。

法令で定めている
基準に適合してい
る旨を審査する。

市街化を抑制すべき市街化調整区域と
して、無秩序な市街化の抑制を図っ
た。 B 計画どおり実施できたため、Ｂ

評価とした。

25 1-6

災害対応の遅延等に
より、多数の要救助
者・行方不明者が発
生する事態

(行政機能/消防) 総務局 防災課
事業継続計画（地
震災害編）策定事
業

さいたま市直下地震が発生した際の影響を
最小限にとどめ、業務を継続し、早期に復
旧させるための事前対策として、適宜、事
業継続計画の見直しを行う。

計画に基づき、災
害時の活動マニュ
アルを必要に応じ
て修正する。

課題や問題点を検証し、見直
しの際には各部活動マニュア
ルに反映してもらうよう関係
所管課に対し依頼を行った。

計画に基づき、災
害時の活動マニュ
アルを必要に応じ
て修正する。

課題や問題点を検証し、見直しの際に
は各部活動マニュアルに反映してもら
うよう関係所管課に対し依頼を行っ
た。 B

各部活動マニュアルについて適
宜修正等を図ってもらっている
ことから、B評価とした。



さいたま市国土強靭化地域計画アクションプラン　令和４年度実績評価一覧
事前に備えるべき目標1（被害の発生抑制により人命を保護する）

実績評価の理由

通番

施策体系情報 事業基礎情報（アクションプラン掲載事業） 取組・目標値（アクションプラン掲載）

主該当リスクシナリオ 施策分野 担当局 担当課 事業の名称 事業概要
新型コロ
ナウイル
スの影響

令和３年度末の
取組・目標値

令和３年度末時実施内容及び
進捗状況

令和４年度末の
取組・目標値

令和４年度末の
取組状況

実績評価

26 1-6

災害対応の遅延等に
より、多数の要救助
者・行方不明者が発
生する事態

(行政機能/消防) 総務局 防災課
職員等の防災教育
の充実

行政職員や教職員について、地域防災計画
等の周知を図り、危機管理・防災研修に関
する研修を実施し、人材育成に努める。

新規採用職員、避
難所担当職員等、
それぞれの立場や
役割に応じた防災
研修を行う。

新型コロナウイルス感染拡大
防止の観点から集合研修をと
りやめ、代替手段として書面
や音声を吹き込んだデータを
活用し研修会を実施した。

新規採用職員、避
難所担当職員等、
それぞれの立場や
役割に応じた防災
研修を行う。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観
点から集合研修をとりやめ、代替手段
として書面や音声を吹き込んだデータ
を活用し研修会を実施した。 B

代替手段を活用し、研修会の実
施を行うことができたことか
ら、Ｂ評価とした。

【研修内容】
・新規採用職員研修
（令和4年4月、10月)
・避難所担当職員説明会
（令和4年7月）

27 1-7
災害に対する市民の
知識不足により、被
害が拡大する事態

(地域づくり・リスクコ
ミュニケーション) 総務局 防災課

防災関連情報の広
報

市の広報紙に防災関連記事を随時掲載し、
広く一般市民に防災知識を普及する。

市報への防災関連
記事の掲載回数
３回

市報への防災関連記事の掲載
回数
６回

・４月号見沼区版（ハザード
マップ、防災まちづくり情報
マップ）
・６月号大宮区版（梅雨の時
期、水害時の避難　について
考える）
・８月号トピックス（災害時
防災情報電話サービスにご登
録ください）
・１２月号大宮区版（さいた
ま市防災カルテをご存じです
か）
・２月号【外国語頁】（「さ
いたま市防災ガイドブック」
をご活用ください）
・３月号大宮区版（帰宅困難
者となった際は）

市報への防災関連
記事の掲載回数
３回

市報への防災関連記事の掲載回数
１４回

・５月号クローズアップ（防災アプ
リ）
・６月号特集（風水害、防災アプリ
等）
・７月号北区版（防災アプリ）
・８月号クローズアップ（市総合防災
訓練・防災フェア）
・８月号トピックス（防災行政無線
メールをご利用ください）
・８月号桜区版（埼玉大学が指定緊急
避難場所になりました）
・９月号特集（防災アプリ）
・９月号【外国語頁】（さいたま市防
災アプリをご利用ください）
・９月号緑区版（防災アプリ）
・９月号見沼区版（防災アプリ）
・１１月号フォト日記（市総合防災訓
練・防災フェア）
・１２月号緑区版（浦和学院高等学校
が指定緊急避難場所となりました）
・１月号トピックス（パブリックコメ
ント：国土強靱化地域計画）
・２月号クローズアップ（防災アプ
リ）

A
当初の目標を越え、市報への防
災関連記事の掲載を１４回行う
ことができたことから、Ａ評価
とした。

28 1-7
災害に対する市民の
知識不足により、被
害が拡大する事態

(地域づくり・リスクコ
ミュニケーション) 総務局 防災課

普及・啓発資料の
作成配布

防災知識の普及啓発に向け、市民に向けた
防災に関するポスター、リーフレット、小
冊子、図書等のＰＲ資料の作成・配布を行
う。

防災ガイドブック
を各区区民課及び
支所にて市内転入
者に対して配布す
るとともに、出前
講座や各種講習会
などを通じ、配
布・ＰＲしてい
く。
洪水・土砂災害ハ
ザードマップにつ
いて、浸水想定や
土砂災害警戒区域
の変更があった場
合は、改訂版を作
成する。

令和２年３月作成の防災ガイ
ドブックについて、冊子を増
刷し、各区区民課にて市内転
入者に対して配布を行った。
また、出前講座を通じて配
布・ＰＲを行った。
加えて、災害対策基本法の改
正に伴う避難情報の内容やそ
の他時点修正を行うため、本
市で作成する洪水ハザード
マップ（５種類）及び土砂災
害ハザードマップ（５種類）
について、内容を改訂し、市
内公共施設等で配布を行っ
た。

防災ガイドブック
を各区区民課及び
支所にて市内転入
者に対して配布す
るとともに、出前
講座や各種講習会
などを通じ、配
布・ＰＲしてい
く。
洪水・土砂災害ハ
ザードマップにつ
いて、浸水想定や
土砂災害警戒区域
の変更があった場
合は、改訂版を作
成する。

令和２年３月作成の防災ガイドブック
について、内容を一部修正し、冊子を
増刷、各区情報公開コーナー等にて配
布を行った。
また、各区区民課にて市内転入者に対
して防災ガイドブックのチラシを配布
するとともに、出前講座を通じて冊子
の配布・ＰＲを行った。

B
令和４年度は区民課及び支所で
の配布形態に変更があったが、
おおむね取組・目標値のとおり
実施したため、Ｂ評価とした。

29 1-7
災害に対する市民の
知識不足により、被
害が拡大する事態

(地域づくり・リスクコ
ミュニケーション) 総務局 防災課

高層マンション防
災ガイドブックの
配布

高層マンションにおける長周期地震動、エ
レベーターの停止による被害等に加え、集
合住宅における共助の重要性を周知するこ
とで、市域における減災に繋げる。

出前講座等を通じ
てガイドブックを
配布し、在宅避難
のための自助の取
り組みや、高層マ
ンション特有の防
災対策の普及を図
る。

ガイドブックを受取に来た市
民に対しては渡すことができ
たが、高層マンション住民に
対する出前講座等の機会はな
かった。

出前講座等を通じ
てガイドブックを
配布し、在宅避難
のための自助の取
り組みや、高層マ
ンション特有の防
災対策の普及を図
る。

住宅政策課よりマンション管理セミ
ナーにおいてガイドブックを配布し
た。 B 当初の予定どおり取組を推進で

きたことから、B評価とした。

30 1-7
災害に対する市民の
知識不足により、被
害が拡大する事態

(情報通信)(地域づくり・
リスクコミュニケーショ
ン)

総務局 防災課
マスメディア等の
活用

市広報番組を含むテレビ、ラジオ及び新聞
等の各種マスメディア、ケーブルテレビの
活用を通じて、広く市民に対して防災意識
の高揚を呼びかける。

テレビ埼玉、ＦＭ
うらわ、ＦＭＮＡ
ＣＫ５、各新聞社
を通じて、広報及
びＰＲを実施す
る。

テレビ埼玉、ＦＭ放送局、新
聞社等を通じて、広報及びＰ
Ｒを実施した。

テレビ埼玉、ＦＭ
うらわ、ＦＭＮＡ
ＣＫ５、各新聞社
を通じて、広報及
びＰＲを実施す
る。

テレビ埼玉、ＦＭ放送局、新聞社等を
通じて、広報及びＰＲを実施した。 B

予定どおり、マスメディアを通
じて広報及びＰＲを実施したた
め、Ｂ評価とした。



さいたま市国土強靭化地域計画アクションプラン　令和４年度実績評価一覧
事前に備えるべき目標1（被害の発生抑制により人命を保護する）

実績評価の理由

通番

施策体系情報 事業基礎情報（アクションプラン掲載事業） 取組・目標値（アクションプラン掲載）
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取組状況

実績評価

31 1-7
災害に対する市民の
知識不足により、被
害が拡大する事態

(地域づくり・リスクコ
ミュニケーション) 総務局 防災課

災害に関する市民
アンケート調査の
実施

地震・水害等に対する市民の関心や意識を
高めていくため、市HP等を活用し、継続的
な調査を実施する。

年１回以上のアン
ケート調査実施

アンケート調査を実施する機
会がなかった。

年１回以上のアン
ケート調査実施

自主防災組織を対象とした地域防災力
向上セミナーでアンケート調査を実施
した。 B

地域防災力向上セミナーでアン
ケート調査を1回実施したた
め、Ｂ評価とした。

32 1-7
災害に対する市民の
知識不足により、被
害が拡大する事態

(行政機能/消防)(地域づく
り・リスクコミュニケー
ション)

消防局 予防課
防災展示ホール及
び起震車の活用

火災、地震などによる災害の実態、被害の
状況等について、防火防災に関する展示、
体験コーナー及び起震車の利用を通じて学
んでいただき、いざという時にとるべき適
切な行動力を身につけるとともに、防火防
災意識の高揚を図る。

防災展示ホール及
び起震車利用者数
３５，０００人

防災展示ホール及び起震車利
用者数
１４，０７６人

防災展示ホール及
び起震車利用者数
３５，５００人

防災展示ホール及び起震車利用者数
２９，５９６人 C

防災展示ホールにおける新型コ
ロナウイルス感染症の拡大防止
対策のために、入館者数の制限
を行ったことから、団体利用者
が減少し、達成率が目標値の９
０％を下回ったためC評価とし
た。

33 1-7
災害に対する市民の
知識不足により、被
害が拡大する事態

(教育)
教育委員
会事務局

指導１課、健康教
育課

学校行事としての
防災教育

①防災意識の全校的な高揚を図り災害時に
主体的に「自助」ができる児童生徒の育成
のために緊急地震速報を活用するなどの避
難訓練を行う。
②震度５弱以上の震災時をシミュレートし
て、保護者と連携し引渡し訓練を実施す
る。
強化事項：緊急地震速報の活用訓練、保護
者と連携し引渡し訓練等、訓練内容の更
新・強化

①市立学校におけ
る避難訓練実施
率：100％
②市立小学校にお
ける引渡し訓練実
施率：100％

①緊急地震速報を活用するな
どの避難訓練を全ての市立学
校において実施した。
②引渡し訓練を全ての市立小
学校で実施した。
①市立学校における避難訓練
実施率：100％
②市立小学校における引渡し
訓練実施率：100％
※新型コロナウイルス感染症
拡大防止対策を考慮した避難
訓練・引き渡し訓練を実施し
た。

①市立学校におけ
る避難訓練実施
率：100％
②市立小学校にお
ける引渡し訓練実
施率：100％

①緊急地震速報を活用するなどの避難
訓練を全ての市立学校において実施し
た。
②引渡し訓練を全ての市立小学校で実
施した。
①市立学校における避難訓練実施率：
100％
②市立小学校における引渡し訓練実施
率：100％

B
避難訓練、引き渡し訓練を全て
の市立学校において実施するこ
とができたことからＢ評価とし
た。

34 1-7
災害に対する市民の
知識不足により、被
害が拡大する事態

(教育)
教育委員
会事務局

指導１課、健康教
育課

教科等による防災
教育

①本市独自の防災教育カリキュラムに示さ
れている全体計画例や年間指導計画例を参
考に指導時間の確保と体系的、系統的な学
習を実施する。
②災害時などの緊急時に、さいたま市立
中、高校生の誰もがいざという時、ＡＥＤ
の使用を含む心肺蘇生法を適切に行うこと
ができるようにする。
強化事項：防災教育カリキュラムの見直
し、充実化

①本市独自の防災
教育カリキュラム
に基づく防災教育
の実施。
②心肺蘇生法実習
の年間指導計画へ
の位置付け及び教
員を対象とした年
２回の心肺蘇生法
研修会の実施。

①全ての市立小・中学校にお
いて、本市独自の防災教育カ
リキュラムに基づく防災教育
を実施した。
②全ての市立小・中学校にお
いて、心肺蘇生法実習の年間
指導計画への位置付けを行っ
た。

①本市独自の防災
教育カリキュラム
に基づく防災教育
の実施。
②心肺蘇生法実習
の年間指導計画へ
の位置付け及び教
員を対象とした年
２回の心肺蘇生法
研修会の実施。

①全ての市立小・中学校において、本
市独自の防災教育カリキュラムに基づ
く防災教育を実施した。
②全ての市立小・中学校において、心
肺蘇生法実習の年間指導計画への位置
付けを行った。教員を対象とした年２
回の心肺蘇生法研修会を実施した。

B

全ての市立小・中学校において
本市独自の防災教育カリキュラ
ムに基づく防災教育を実施でき
た。また、全ての市立学校にお
いて心肺蘇生法実習の年間指導
計画への位置付けを行い、教員
を対象とした年２回の心肺蘇生
法研修会を実施できたことから
Ｂ評価とした。

35 1-7
災害に対する市民の
知識不足により、被
害が拡大する事態

(地域づくり・リスクコ
ミュニケーション) 総務局 防災課

防災訓練への市民
参加の推進

市民一人ひとりの地震災害時の行動の重要
性に鑑み、防災訓練に際して広く市民の参
加を求め、市民の防災知識の普及啓発、防
災意識の高揚及び防災行動力の強化に努め
る。
強化事項：参加者アンケートの結果を考慮
した訓練内容の毎年度の見直しと、多数の
市民参加を目標とした、実践的訓練の実施

九都県市合同防災
訓練参加者の理解
度（地震発生時の
行動）
90％

九都県市合同防災訓練参加者
の理解度（地震発生時の行
動）
98％

九都県市合同防災
訓練参加者の理解
度（地震発生時の
行動）
90％

九都県市合同防災訓練参加者の理解度
（地震発生時の行動）
98％ B

当初掲げた目標を越えた理解度
を得ることが出来たことから、
B評価とした。

128 1-2
建築物の倒壊によ
り、多数の死傷者等
が発生する事態

(住宅・都市)(保健医療・
福祉/子育て) 福祉局 介護保険課

高齢者施設等の施
設の整備

高齢者施設等の防災・減災対策を推進する
ため、耐震化整備、倒壊の危険のあるブ
ロック塀等の改修、非常用自家発電設備・
給水設備などの整備にかかる費用の一部を
補助する。
（地域介護・福祉空間整備等補助事業）

高齢者施設等の防
災・減災対策を推
進するため、補助
制度について周知
を行う。

高齢者施設等の防災・減災対
策を推進するため、補助制度
について周知を行い、申請の
あった事業計画に対する補助
を行った。
令和3年度補助実績
4件

高齢者施設等の防
災・減災対策を推
進するため、補助
制度について周知
を行う。

高齢者施設等の防災・減災対策を推進
するため、補助制度について周知を行
い、申請のあった事業計画に対する補
助を行った。
令和４年度補助実績
２件

B
高齢者施設等の防災・減災対策
を推進するための補助制度の周
知について、計画どおり実施し
た。

129 1-2
建築物の倒壊によ
り、多数の死傷者等
が発生する事態

(老朽化対策)
教育委員
会事務局

学校施設整備課
学校施設リフレッ
シュ基本計画の推
進

学校施設の防災・減災対策に寄与するた
め、学校施設の老朽化対策を推進してい
く。

改修・建替え着手
校数
6校

改修・建替え着手校数
3校

改修・建替え着手
校数
1校

改修・建替え着手校数
3校 A

令和４年度に着手を予定してい
た１校に加えて、令和３年度に
着手予定だったうちの２校にも
着手し、合計３校に着手したた
め。



さいたま市国土強靭化地域計画アクションプラン　令和４年度実績評価一覧
事前に備えるべき目標1（被害の発生抑制により人命を保護する）

実績評価の理由

通番

施策体系情報 事業基礎情報（アクションプラン掲載事業） 取組・目標値（アクションプラン掲載）

主該当リスクシナリオ 施策分野 担当局 担当課 事業の名称 事業概要
新型コロ
ナウイル
スの影響

令和３年度末の
取組・目標値

令和３年度末時実施内容及び
進捗状況

令和４年度末の
取組・目標値

令和４年度末の
取組状況

実績評価

130 1-3

異常気象（浸水・竜
巻）等により、多数
の死傷者が発生する
事態

(保健医療・福祉/子育て) 福祉局 障害政策課
障害者（児）福祉
施設の防災・減災
対策整備

障害者（児）福祉施設の防災・減災対策を
推進するため、耐震化整備、安全性に問題
のあるブロック塀等の改修整備、水害対策
強化整備、非常用自家発電設備などの整備
に係る費用の一部を補助する。

障害者（児）福祉
施設を運営する事
業者に対する防
災・減災に係る施
設整備の補助制度
の周知

5月に耐震化整備、9月に災害
用自家発電設備等の整備に係
る補助制度の周知及び募集を
市内全事業所（計434箇所）
に対して行った。

（参考）整備件数0件

障害者（児）福祉
施設を運営する事
業者に対する防
災・減災に係る施
設整備の補助制度
の周知

4月に耐震化整備、9月に災害用自家発
電設備等の整備に係る補助制度の周知
及び募集を市内全事業所（計812箇
所）に対して行った。

（参考）整備件数0件

B 予定どおり実施できたため、Ｂ
評価とした。

131 1-3

異常気象（浸水・竜
巻）等により、多数
の死傷者が発生する
事態

(農業)(環境)(国土保全・
土地利用) 都市局

見沼田圃政策推進
課

見沼田圃の保全と
新たな活用・創造
の推進

首都圏に残された貴重な大規模緑地空間で
ある見沼田圃を保全・活用・創造するた
め、「さいたま市見沼田圃基本計画」で定
めた見沼田圃づくりの基本方針に沿って、
農、歴史・文化、観光・交流等に係る諸施
策を積極的に推進する。

次期アクションプ
ランの策定

見沼田圃基本計画次期アク
ションプランの素案を作成
し、パブリックコメントを実
施した。

次期アクションプ
ランの策定・推進

次期アクションプランの策定完了。ア
クションプランを推進中。 B R4年度中に公表まで完了したた

め。


